
介護保険改定QAより

＊ 参考資料 介護保険最新情報 QA 3月19/26/29 4月9/15/21/26 6月9
＊ 泉佐野市田尻町介護事業所連絡会より広域福祉課へのQA内容含む。

南大阪介護事業所連盟
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人員配置基準における両立支援

■ 「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育

児・介護休業等を取得した場合、同等の資質を有する複数の

非常勤職員を常勤換算することで、人員配置基準を満たすこ

とを認めるとあるが、「同等の資質を有する」かについてど

のように判断するのか。

・ 育児・介護の短時間勤務制度、男女雇用機会均等法の母性健

康管理措置としての勤務時間の短縮等を利用する場合につい

て、30時間以上の勤務で、常勤扱いとする。

常勤換算上１と扱う。
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人員配置基準における両立支援 続き

・ 「同等の資質を有する」とは、当該休業を取得した職員の配

置により満たしていた、勤続年数や所定の研修の修了など各

施設基準や加算の算定要件として定められた資質を満たすこ

とである。
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認知症高齢者の日常生活自立度の確認方法

① 医師の判定結果 又は 主治医意見書

・ 複数の判定がある場合は一番新しい判定

ない場合

② 認定調査票

＊ 介護支援専門員はサービス担当者会議などを通じて 認知症高齢

者の日常生活自立度の情報を共有する
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小規模事業所の虐待防止委員会 及び 研修の定期開催について

委員会・研修について

・ 定期的な実施が必要

・ 小規模事業所は積極的に外部機関等を活用。

委員会開催方法

① 法人内の複数事業所による合同開催

② 感染症対策委員会等 他委員会との合同開催

③ 関係機関等の協力を得て開催
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小規模事業所の虐待防止委員会 及び 研修の定期開催について

研修の定期的実施

① 法人内の複数事業所や他委員会との合同開催

② 都道府県や市町村等が実施する研修会へ参加

③ 複数の小規模事業所による外部講師を活用した

合同開催等。
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運営規程について

■ 令和３年度改定において、運営基準等で経過措置期間を定め、

介護サービス事業所等に義務づけられたものがあるが、これ

らについて運営規程においてはどのように扱うのか。

・ 変更がある場合は都道府県知事又は市町村長に届け出ること

とされているが、介護サービス事業所等に対し義務づけられ

たもののうち、経過措置が定められているものについては、

当該期間においては、都道府県知事等に届け出ることまで求

めるものではない。

・ 経過措置期間であってもより早期に取組を行うことが望まし

いものであることに留意する。
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令和３年９月30日までの上乗せ分について

■ 令和３年９月30日までの上乗せ分については、どのように算

定するのか。

・ 各サービスの月の基本報酬に、0.1％上乗せすることとしてい

るが、請求に当たっては、上乗せ分のコードをあわせて入力

することが必要、「介護保険事務処理システム変更に係る参

考資料の送付について（確定版）」（令和３年３月31日付厚

生労働省老健局介護保険計画課ほか連名事務連絡）「Ⅲ－資

料３ 介護給付費明細書及び給付管理票記載例」の記載方法

を参考に対応されたい。
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送迎減算について

■ 訪問介護員等による送迎で通所サービスを利用する場合

介護報酬はどのよう算定すればよいか。

・ 特別な事情のない限り 別途訪問介護費として算定することは

できない。

・ 居宅から病院等を経由して通所事業所へ行く場合や、通所事業所

から病院等を経由して居宅へ帰る場合等 一定の条件下で算定す

ることができる。

・ 訪問介護員等により送迎が行われる場合 送迎を実施していない

ため 送迎減算が適用される
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送迎減算について

■ Ａ事業所の利用者を Ｂ事業所の従業者が居宅とＡ事業所との間

送迎を行った場合 送迎減算は適用されるのか。

・ 適用される。ただし Ｂ事業所の従業者がＡ事業所と雇用契約を

締結している場合は 適用されない。

■ Ａ事業所の利用者で Ａ事業所が送迎業務を委託した事業者によ

り 送迎が行われた場合 送迎減算は適用されるのか。

・ 送迎業務について第三者へ委託等を行うことも可能。送迎に係る

業務が委託され 受託した事業者により 利用者の居宅と事業所

との間の送迎が行われた場合は 送迎減算は適用されない。 10



訪問介護
特定事業所加算Ⅴ

■ 勤続年数が７年以上の訪問介護員等を30％ 以上とする要件におけ

る具体的な割合はどのように算出するのか。

・ 前年度（３月を除く11 ヶ月間）又は届出日の属する月の前３月の

１月当たりの実績の平均について、常勤換算方法により算出した

数を用いて算出するものとする。

■ 勤続年数はどのように計算するのか。

・ 同一法人等での勤続年数が７年以上 訪問介護員等として従事

ではない。異なるサービスの施設・事業所の介護職員として従事

していた場合は勤務年数を通算する。 11



訪問介護
特定事業所加算Ⅴ

■ 「同一法人等での勤続年数」の考え方について

・ 異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる雇用形態、職種

（直接処遇を行う職種に限る）における勤続年数

・ 事業所の合併又は別法人による事業の承継の場合であって、当該

事業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営

していると認められる場合の勤続年数は通算することができる。

・ 法人の代表者等が同一で、採用や人事異動、研修が一体として行

われる等、職員の労務管理を複数法人で一体的に行っている場合

も含まれる。
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訪問介護
特定事業所加算Ⅴ

■ 勤続年数には産前産後休業や病気休暇の期間は含めないと考える

のか。

・ 産前産後休業・病気休暇・育児・介護休業・母性健康管理措置

として休業を取得した期間は雇用関係が継続していることから、

勤続年数に含めることができる。

13



訪問介護
通院等乗降介助

■ １日に複数の医療機関を受診する場合、医療機関から医療機関へ

の移送に伴う介護について「通院等のための乗車又は降車の介

助」を算定できるか。

・ 居宅以外において行われるバス等の公共交通機関への乗降、院内

の移動等の介助などのサービス行為だけをもってして訪問介護と

して算定することはできない。

・ 居宅が起点又は終点となる場合、同一の事業所が移送を行う場合

に限り、算定することができる。
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訪問介護
生活機能向上連携加算（Ⅰ）

■ 理学療法士等が訪問介護事業所のサ責へ訪問介護計画の作成を助

言するに当たり「訪問リハ事業所、通所リハ事業所又はリハビリ

を実施している医療提供施設の理学療法士等は、当該利用者のＡ

ＤＬ及びＩＡＤＬに関する状況について、訪問リハ事業所、通所

リハ事業所又はリハビリを実施している医療提供施設の場におい

て把握」した上で行うとあるが、具体的にはどのようなものか。
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訪問介護
生活機能向上連携加算（Ⅰ）

・ 訪問介護と通所リハを併用する利用者について、訪問介護のサ責

が訪問介護計画を作成するに当たって、理学療法士等が通所リハ

を提供する中で把握した利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬに関する状

況を、電話、文書、メール等を活用して助言することが挙げられ

る。

・ 利用者のＡＤＬ及びＩＡＤＬの状況を把握する方法としては、

ＩＣＴを活用した動画やテレビ電話装置等を活用する方法もある。

16



訪問介護
看取り期の利用者に訪問介護を提供する場合の２時間ルールの弾力化

■ 看取り期の利用者に訪問介護を提供する際、２時間未満の間隔で

訪問介護が行われた場合、所要時間を合算せずにそれぞれの所定

単位数の算定が可能となったが、所要時間を合算するという従来

の取扱いを行うことは可能か。

・ 可能である。

・ 弾力化が適用されるのは、医師が一般に認められている医学的知

見に基づき回復の見込みがないと利用者を診断した時点以降であ

るが、適用回数や日数についての要件は設けていない。
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訪問介護・通所介護 等
認知症専門ケア加算

■ 「認知症介護に係る専門的な研修」や「認知症介護の指導に係る

専門的な研修」のうち、認知症看護に係る適切な研修とは、どの

ようなものがあるか。

① 日本看護協会認定看護師教育課程「認知症看護」の研修

② 日本看護協会が認定している看護系大学院の「老人看護」及び

「精神看護」の専門看護師教育課程

③ 日本精神科看護協会が認定している「精神科認定看護師」

＊ただし、③については認定証が発行されている者に限る。
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訪問介護 等
認知症専門ケア加算

■ 認知症介護に係る専門的な研修を修了した者を配置するとあるが、

「配置」の考え方は。常勤要件等はあるか。

・ 常勤等の条件は無い。

・ 加算の要件を満たすためには事業所内での業務を実施する必要が

あるため、加算対象事業所の職員であることが必要

・ 加算の対象となる事業所は、専門的な研修を修了した者の勤務す

る主たる事業所１か所のみである。
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訪問介護 等
認知症専門ケア加算

■ 認知症専門ケア加算（Ⅱ）の認知症介護指導者は、研修修了者で

あれば管理者でもかまわないか。

・ 認知症介護指導者研修修了者であり、適切に事業所全体の認知症

ケアの実施等を行っている場合であれば、その者の職務や資格等

については問わない。
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訪問介護 等
認知症専門ケア加算

■ 認知症介護実践リーダー研修を修了していないが、都道府県等が

当該研修修了者と同等の能力を有すると認めた者であって、認知

症介護指導者養成研修を修了した者 について、認知症専門ケア加

算における認知症介護実践リーダー研修修了者としてみなすこと

はできないか。
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訪問介護 等
認知症専門ケア加算

・ 認知症介護指導者養成研修修了者については、認知症介護実践

リーダー研修が未受講であっても当該研修を修了したものとみな

すこととする。

・ 加算対象となる者が20名未満の場合にあっては、平成20年度以前

の認知症介護指導者養成研修を修了した者（認知症介護実践リー

ダー研修の未受講者）1名の配置で認知症専門ケア加算Ⅱを算定

できることとなる。

22



訪問介護 等
認知症専門ケア加算

■ 全国社会福祉協議会が認定し、日本介護福祉士会等が実施する

「介護福祉士ファーストステップ研修」については、認知症介護実

践リーダー研修相当として認められるか。

・ 加算の対象となる認知症介護実践リーダー研修については、自治

体が実施又は指定する研修としており、研修カリキュラム、講師

等を審査し、適当と判断された場合には認められる。
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訪問介護 等
認知症専門ケア加算

■ 認知症介護実践リーダー研修修了者は、「痴呆介護研修事業の

実施について」及び「痴呆介護研修事業の円滑な運営について」

において規定する専門課程を修了した者も含むのか。

・ 含むものとする。

■ 「技術的指導に係る会議」と「事業所における従業者の技術指導を目的とし

た会議」が同時期に開催される場合で 会議の検討内容の１つが、認知症ケア

の技術的指導についての事項で、登録ヘルパーを含めた全ての訪問介護員等や

全ての従業者が参加した場合、両会議を開催したものと考えてよいのか。

・ 貴見のとおりである。
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訪問介護 等
認知症専門ケア加算

■ 認知症専門ケア加算の算定要件について、認知症高齢者の日常生

活自立度Ⅲ以上の割合が１／２以上であることが求められている

が、算定方法如何。

・ 届出日が属する月の前３月間の利用者数で算定することとし、利

用者数は利用実人員数又は利用延人員数を用いる。

・ 月途中で認知症高齢者の日常生活自立度区分が変更になった場合

は月末の認知症高齢者の日常生活自立度区分を用いて計算する。
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訪問介護 等
認知症専門ケア加算

■ 認知症専門ケア加算（Ⅱ）を算定するには、認知症介護実践リー

ダー研修修了者に加え、認知症介護指導者養成研修修了者又は認

知症看護に係る適切な研修修了者を別に配置する必要があるのか。

・ 必要ない。

・ 加算算定者20名未満の場合 認知症介護実践リーダー研修と認知

症介護指導者養成研修の両方を修了した者・認知症看護に係る適

切な研修を修了した者のいずれかが１名配置されていれば、認知

症専門ケア加算（Ⅱ）を算定することができる。
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泉佐野市田尻町訪問介護連絡会より広域福祉課へのQAより
通院等乗降介助について

■ 介護度４・５の利用者の場合 乗車又は降車の介助を行う事の

前後に連続して、相当の所要時間を身体介護として算定するが

帰宅時間までに２時間あかない場合、降車後の身体介護として

算定してよいか。

・ ２時間あかない場合は、乗車前の身体介護と降車後の身体介護を

合算して算定する。 （泉佐野市・田尻町の例です）
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泉佐野市田尻町訪問介護連絡会より広域福祉課へのQAより
通院等乗降介助について

■ 入院・退院時の送迎でも算定可能か。

・ 利用目的について、「通院等のため」とは、「身体介護中心型」

としての通院・外出介助と同じものである。なお、この場合の

「通院等」には、入院と退院も含まれる。
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■ 自宅 → A病院 → B薬局 → 自宅 の場合 Bの薬局に

ついても算定可能か。

・ B薬局への算定については、必要性について、保険者に確認した上

で算定してください。


